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ストックオプション（新株予約権）に関するお知らせ 

 

当社は、平成19年５月18日開催の定例取締役会において、金銭でない報酬として当社取締

役（社外取締役を除く）にストックオプションとして新株予約権を発行することについて承認を求

める議案を、2007年６月26日開催予定の当社定時株主総会に提案することを決議いたしまし

たので、下記のとおりお知らせいたします。 
記 

 
１．議案提案の理由 

当社の取締役（社外取締役を除く）に対し、役員報酬制度の見直し（制度見直しの概要は下

記【ご参考】ご参照）に基づき、当社の業績向上に対する意欲や士気を高めるとともに、株主

の皆様との価値共有を進めることを目的に、株式報酬型ストックオプションを目的とした新株

予約権を、取締役報酬として発行することにつき、ご承認をお願いするものであります。 
なお、同株主総会において「取締役 20 名選任の件」をご承認いただきますと、ストックオプシ

ョンの対象となる取締役（以下「対象者」という）は 15 名となります。 
 

２．新株予約権の内容 

（１）新株予約権の目的である株式の種類及び数 

当社普通株式 174,400 株を年間の上限とする。 

（２）新株予約権の総数 

1,744 個を年間の上限とする。 

なお、各新株予約権の目的である株式の数（以下「付与株式数」という）は、100 株とする。 
また、付与株式数において、当社が、当社普通株式につき、株式分割（当社普通株式の株

式無償割当てを含む）又は株式併合等を行うことにより、株式数の調整をすることが適切な

場合は、当社は必要と認める調整を行うものとする。 
 
 



（３）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権を行使することにより

交付を受けることができる株式１株当たりの払込金額（以下「行使価額」という）に、付与株式

数を乗じた金額とし、行使価額は１円とする。 

（４）権利行使期間 

平成 19 年６月 27 日から平成 49 年６月 26 日まで 

（５）譲渡による新株予約権の取得の制限 

譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認を要するものと

する。 

（６）その他の新株予約権の行使の条件 

① 対象者は、平成 21 年６月 27 日又は「当社取締役及び執行役員のいずれの地位も喪失

した日の翌日」の、いずれか早い日から行使することができる。 

② 対象者は、当社取締役及び執行役員のいずれの地位も喪失した日の翌日から起算して

10 年が経過した場合には、以後、新株予約権を行使することができないものとする。 

③ その他の条件については、本新株予約権の募集要項を決定する取締役会において定め

る。 

（７）発行する新株予約権の公正価額 

平成 19 年１月から３月の当社株式の終値の平均値（2,527 円）に基づき、ブラック・ショール

ズ式により算出したストックオプション（1,744 個）の公正価額は、約 388 百万円であります。 

なお、同種類のストックオプションを、取締役を兼務しない執行役員及び理事合計79名に対し、

309,000 株（3,090 個）を年間の上限に発行することを、当社取締役会において決定しており

ます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



【ご参考】  役員報酬制度の見直しについて 
 
当社の従来の役員報酬（社外役員を除く）は、取締役については、月例報酬、役員賞与、株式

関連報酬（２種類のストックオプション）及び退任慰労金から、また、監査役については、月例報

酬及び退任慰労金から構成されておりましたが、今般、これを見直し、次のとおり変更することと

いたしました。 
１．株式関連報酬の見直し 

当社は、取締役（社外取締役を除く）に対し、当社の業績向上に対する意欲や士気を高める

とともに、株主の皆様との価値共有を進めることを目的に、平成 12 年から、当時の商法で認

められていた通常型ストックオプション（行使価額が時価相当額）を、また、平成 17 年から、

商法改正により導入が可能になった株式報酬型ストックオプション（行使価額が１円）を導入

し、過去２年、２種類のストックオプションを発行してまいりました。株式報酬型ストックオプショ

ンは、株式の現物を付与することと同じ効果があり、また、制度導入から 2 年経過し定着して

きているので、本年度をもって通常型ストックオプションの発行を取り止め、退任後給付も含

めた報酬の代替としてふさわしく、かつ株主の皆様との価値共有も図れる株式報酬型ストック

オプションに一本化することといたしました。 
 
 

２．取締役の退任慰労金見直し（積立型退任時報酬の新設） 

（1）   取締役の退任慰労金については、平成 17 年に社外取締役については全廃、社内の取

締役については減額しましたが、今般、更にこれを見直し、職務執行の対価としての報酬

の一部を、株主総会の決議を経て毎年積み立て、退任時にその合計額を支給する「積立

型退任時報酬」に移行することといたしました。 

（2）   従来の退任慰労金は、各取締役の退任時に、基準に基づき在任期間に応じて算出した

金額（上限額）を株主総会にお諮りしておりました。 

（3）  「積立型退任時報酬」は、支給対象となる取締役（社外取締役を除く）全員につき年度ごと

に金額を算出し、その総額を株主総会にお諮りするもので、株主の皆様にとって、より分

かりやすい制度となると考えております。 
 
３．監査役の退任慰労金廃止 

社外監査役の退任慰労金については、平成 17 年から全廃し月例報酬に一本化しております

が、社内の監査役についても見直し、経営からの独立性強化の観点から退任慰労金を全廃し、

在任中の月例報酬に一本化することといたしました。 
以  上 

 

 


